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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
電圧波形を生成する信号発生機構と、
　周波数が１ＭＨｚ以下で且つ変位振幅が数十ｎｍ以上の超音波を被検査対象へ送信する
超音波送信機構と、
　前記被検査対象からの超音波エコーを受信する超音波受信機構と、
　増幅された超音波信号をデジタル化してデジタル超音波信号とするＡＤ変換機構と、
　前記デジタル超音波信号中の超音波エコーを逆問題演算して、前記超音波エコーの発生
位置を散乱源空間分布として得る演算機構と、
　前記散乱源空間分布における各位置の超音波エコーを任意の周波数成分でフィルタリン
グするフィルタリング機構と、
　前記フィルタリング機構にて得られた各位置の超音波エコーの基本波成分及び非線形超
音波成分について強度を抽出し、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率を
算出する強度抽出機構と、
　前記デジタル超音波信号、前記散乱源空間分布、この散乱源空間分布の各位置における
基本波成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発
生効率の少なくとも一部を表示する表示機構と、
　前記信号発生機構、前記超音波送信機構、前記超音波受信機構、前記ＡＤ変換機構、前
記演算機構、前記フィルタリング機構、前記強度抽出機構、前記表示機構の少なくとも一
機構を制御する制御機構と、を有して構成されたことを特徴とする超音波探傷装置。
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【請求項２】
前記デジタル超音波信号、散乱源空間分布、この散乱源空間分布の各位置における基本波
成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率
における一部もしくは全ての情報を用いて、被検査対象の形状に起因する形状エコーと、
前記被検査対象の欠陥に起因する欠陥エコーとを識別する識別機構を備えたことを特徴と
する請求項１に記載の超音波探傷装置。
【請求項３】
前記超音波送信機構及び超音波受信機構並びにこれらの機構に接続されるケーブルが防水
構造に構成され、水中にて使用可能に構成されたことを特徴とする請求項１または２に記
載の超音波探傷装置。
【請求項４】
前記超音波送信機構と超音波受信機構のうち片方もしくは両方を複数個備え、演算機構は
、複数個の前記超音波受信機構のそれぞれから得られたデジタル超音波信号中の超音波エ
コーを逆問題演算することで、前記超音波エコーの発生位置を特定するよう構成されたこ
とを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の超音波探傷装置。
【請求項５】
前記超音波送信機構と超音波受信機構のうち片方もしくは両方が走査機構により走査され
、演算機構は、前記超音波受信機構の各測定位置で得られたデジタル超音波信号中の超音
波エコーを逆問題演算することで、前記超音波エコーの発生位置を特定するよう構成され
たことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の超音波探傷装置。
【請求項６】
前記超音波受信機構は、ハイドロフォン、レーザ干渉計またはレーザ振動計にて構成され
、被検査対象の欠陥から水中に漏洩した漏洩超音波を受信するよう構成されたことを特徴
とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の超音波探傷装置。
【請求項７】
前記被検査対象における超音波による探傷範囲を撮像する撮像機構を備え、表示機構は、
欠陥位置などの欠陥情報を、前記撮像機構にて得られた画像に重畳して表示するよう構成
されたことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の超音波探傷装置。
【請求項８】
電圧波形を生成する信号発生ステップと、
　周波数が１ＭＨｚ以下で且つ変位振幅が数十ｎｍ以上の超音波を被検査対象へ送信する
超音波送信ステップと、
　前記被検査対象からの超音波エコーを受信する超音波受信ステップと、
　増幅された超音波信号をデジタル化してデジタル超音波信号とするＡＤ変換ステップと
、
　前記デジタル超音波信号中の超音波エコーを逆問題演算して、前記超音波エコーの発生
位置を散乱源空間分布として得る演算ステップと、
　前記散乱源空間分布における各位置の超音波エコーを任意の周波数成分でフィルタリン
グするフィルタリングステップと、
　前記フィルタリングステップにて得られた各位置の超音波エコーの基本波成分及び非線
形超音波成分について強度を抽出し、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効
率を算出する強度抽出ステップと、
　前記デジタル超音波信号、前記散乱源空間分布、この散乱源空間分布における各位置の
基本波成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発
生効率の少なくとも一部を表示する表示ステップと、を有することを特徴とする超音波探
傷方法。
【請求項９】
前記デジタル超音波信号、散乱源空間分布、この散乱源空間分布における各位置の基本波
成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率
における一部もしくは全ての情報を用いて、被検査対象の形状に起因する形状エコーと、
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前記被検査対象の欠陥に起因する欠陥エコーとを識別する識別ステップを備えたことを特
徴とする請求項８に記載の超音波探傷方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、被検査対象の欠陥を非線形超音波成分を用いて検出する超音波探
傷装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波探傷試験は、非破壊で構造材の表面及び内部の健全性を確認できる技術であり、
様々な分野で欠かせない検査技術となっている。特に近年はプラント構造物などの安全性
確保のため、これまで求められていなかった箇所への検査も要求されてきている。それに
伴い、検査の確実性だけでなく効率化が求められてきている。
【０００３】
　構造物に存在する体積欠陥を正確にサイジングしようとした場合、放射線透過試験（Ｒ
Ｔ：Ｒａｄｉｏｇｒａｐｈｉｃ　Ｔｅｓｔｉｎｇ）や超音波探傷試験（ＵＴ：Ｕｌｔｒａ
ｓｏｎｉｃ　Ｔｅｓｔｉｎｇ）が有効な技術として挙げられる。放射線透過試験は、空孔
などの体積をもった欠陥検出には有効だが、き裂や剥離など体積のない欠陥の検出には適
さない。また、露光や現像といった検査工程があるため効率化には制限がある。
【０００４】
　一方、超音波探傷試験は、空孔だけでなくき裂や剥離といった面欠陥に対する適用性が
高く、検査結果もリアルタイムで取得可能である。近年では、一般的に使われている単眼
プローブだけでなく、小型の圧電素子を複数個並べ、これらの圧電素子ごとにタイミング
（遅延時間）をずらして超音波を発信することで任意の波形を形成できるフェーズドアレ
イ超音波探傷試験（ＰＡＵＴ：Ｐｈａｓｅｄ　Ａｒｒａｙ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｔｅ
ｓｔｉｎｇ）なども実用化されており、ますます適用の幅が広がっている。よって、検査
の効率化は、超音波探傷試験をベースに行うのが最も有効と考えられる。
【０００５】
　ここで、検査の効率化とはトータルでの検査時間短縮を意味する。検査時間短縮に寄与
するものは、１測定点当たりの検査時間と１測定点当たりの検査範囲である。１測定点当
たりの検査時間は、探傷装置の繰返し周波数、信号処理速度及びプローブの走査速度に依
存する。探傷装置の繰返し周波数は１ｋＨｚ以上をもつものが一般的であり、信号処理速
度もそれに準ずる速度をもつ。プローブの走査速度は検査対象や検査手法により千差万別
であり、一般的に高速化を論じることが困難である。
【０００６】
　ここで、もう一方の効率化に寄与する１測定点当たりの検査範囲について述べる。あく
まで超音波探傷試験は、欠陥などに入射した超音波が起こす反射や回折などの現象を利用
している。このときには、入射する超音波と欠陥由来の信号が時間もしくは空間的に分解
できることが必須である。これは、指向性を維持し時間情報を用いて欠陥を評価可能なオ
ーダの周波数帯域を用いていることを意味する（一般的な構造材に対する超音波探傷試験
は０．５ＭＨｚ～１０ＭＨｚ程度の帯域を使用する）。
【０００７】
　この場合、１度に検査できる範囲がプローブサイズに依存することになる。単眼プロー
ブなどは、一般的には２インチ径のものなどが最大である。単純にサイズを大きくしても
分解能が低下するため、それ以上の大きさにすることは構造物の超音波探傷などでは実用
に耐えない。フェーズドアレイ超音波探傷試験は、センサ数を増やしていけば検査範囲も
増大するが、プローブ体積が増大してハンドリングが困難になるうえ、信号処理量も膨大
になり、探傷器等のハードウェアにかかる負担が大きくなる。また、アレイプローブの素
子１ｃｈ当たりを大きくして面積を増やすことも考えられるが、波長の半分以上に素子ピ
ッチをあけるとビーム制御が困難になるため現実的ではない。これにより、フェーズドア



(4) JP 5996415 B2 2016.9.21

10

20

30

40

50

レイ超音波探傷試験をもってしても、数千ｍｍ２オーダの面積が一度に検査できる範囲と
なり、検査範囲の拡大量には自ずと限界が生じる。
【０００８】
　センサ数を増やす、センサ径を大きくするというアプローチ以外に検査範囲（探傷範囲
）を広げる手法としては、上述の探傷で用いられている縦波や横波などの体積波とは異な
るモードの波を用いること、または、単純に周波数を低下させて体積波の到達する範囲を
拡大することが挙げられる。前者の代表例は、ガイド波や表面波を用いた探傷である。表
面波を用いた探傷は、基本的に被検査対象の表面に存在する欠陥のみが対象となる。その
ため、内在する欠陥やき裂深さに関する情報は得られない。ガイド波による探傷は、基本
的にラム波等の板波から表面波を用いたものまで幅広いが、被検査対象が厚板の場合には
ある程度の深さに存在する欠陥に対して効果がない。
【０００９】
　後者の周波数を低下させる手法を用いれば、検査対象の表面及び内部の両方に超音波を
伝播できる。しかし、周波数の低下に伴い欠陥の検出感度が低下してしまう。そこで、超
音波の変位振幅を大きくすることでき裂部分に開閉挙動などを誘起し、そこで発生する非
線形超音波成分（入射周波数ｆに対して、２ｆ、３ｆ、…ｎｆ、もしくはｆ／２、ｆ／３
…ｆ／ｎの応答がある）に着目した。非線形超音波成分は、き裂などの欠陥から発生する
成分であり、高精度な欠陥の検出や評価、材料劣化計測などに応用できる可能性がある。
【００１０】
　例えば、特許文献１は接合界面の微小欠陥を検出する技術である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００１－３０５１０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ところが、特許文献１に記載の技術は、欠陥の有無の検出にのみ有効であり欠陥サイズ
の定量評価には用いられていない。
【００１３】
　本発明の実施形態は、上述の事情を考慮してなされたものであり、被検査対象に生じた
欠陥の位置及びサイズを定量的に評価して検査の確実性を向上できると共に、検査の効率
化も実現できる超音波探傷装置及び方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明に係る実施形態の超音波探傷装置は、電圧波形を生成する信号発生機構と、周波
数が１ＭＨｚ以下で且つ変位振幅が数十ｎｍ以上の超音波を被検査対象へ送信する超音波
送信機構と、前記被検査対象からの超音波エコーを受信する超音波受信機構と、増幅され
た超音波信号をデジタル化してデジタル超音波信号とするＡＤ変換機構と、前記デジタル
超音波信号中の超音波エコーを逆問題演算して、前記超音波エコーの発生位置を散乱源空
間分布として得る演算機構と、前記散乱源空間分布における各位置の超音波エコーを任意
の周波数成分でフィルタリングするフィルタリング機構と、前記フィルタリング機構にて
得られた各位置の超音波エコーの基本波成分及び非線形超音波成分について強度を抽出し
、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率を算出する強度抽出機構と、前記
デジタル超音波信号、前記散乱源空間分布、この散乱源空間分布の各位置における基本波
成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率
の少なくとも一部を表示する表示機構と、前記信号発生機構、前記超音波送信機構、前記
超音波受信機構、前記ＡＤ変換機構、前記演算機構、前記フィルタリング機構、前記強度
抽出機構、前記表示機構の少なくとも一機構を制御する制御機構と、を有して構成された
ことを特徴とするものである。
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【００１５】
　また、本発明に係る実施形態の超音波探傷方法は、電圧波形を生成する信号発生ステッ
プと、周波数が１ＭＨｚ以下で且つ変位振幅が数十ｎｍ以上の超音波を被検査対象へ送信
する超音波送信ステップと、前記被検査対象からの超音波エコーを受信する超音波受信ス
テップと、増幅された超音波信号をデジタル化してデジタル超音波信号とするＡＤ変換ス
テップと、前記デジタル超音波信号中の超音波エコーを逆問題演算して、前記超音波エコ
ーの発生位置を散乱源空間分布として得る演算ステップと、前記散乱源空間分布における
各位置の超音波エコーを任意の周波数成分でフィルタリングするフィルタリングステップ
と、前記フィルタリングステップにて得られた各位置の超音波エコーの基本波成分及び非
線形超音波成分について強度を抽出し、これらの基本波成分及び非線形超音波成分の発生
効率を算出する強度抽出ステップと、前記デジタル超音波信号、前記散乱源空間分布、こ
の散乱源空間分布における各位置の基本波成分及び非線形超音波成分の強度、これらの基
本波成分及び非線形超音波成分の発生効率の少なくとも一部を表示する表示ステップと、
を有することを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の実施形態によれば、被検査対象に生じた欠陥の位置及びサイズを定量的に評価
して検査の確実性を向上できると共に、検査の効率化も実現できる．
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に係る超音波探傷装置の第１実施形態を示す構成図。
【図２】図１の被検査対象から発生する形状エコーと欠陥エコーを概念的に示す斜視図。
【図３】図１の超音波送信機構がレーザ超音波送信機構の場合を示す超音波探傷装置の構
成図。
【図４】図１の超音波受信機構がレーザ干渉計またはレーザ振動計の場合を示す超音波探
傷装置の構成図。
【図５】図１～図４の被検査対象での超音波の伝播形態を示し、（Ａ）は入射超音波が高
周波の場合、（Ｂ）は入射超音波が低周波の場合をそれぞれ示す説明図。
【図６】図１～図４の被検査対象における欠陥の開閉挙動現象を説明する説明図。
【図７】（Ａ）は、図１～図４の被検査対象における欠陥から生ずる非線形超音波成分を
説明する説明図、（Ｂ）は、図７（Ａ）の主に高調波成分を周波数分析したときの分析結
果を示すグラフ、（Ｃ）は、図７（Ａ）の主に分調波成分を周波数分析したときの分析結
果を示すグラフ。
【図８】図１～図４の欠陥の形態を示し、（Ａ）が斜視図、（Ｂ）が平面図。
【図９】（Ａ）は、図１～図４の欠陥から生じた超音波エコーの高調波成分とその周波数
分析結果を示す説明図、（Ｂ）は図１～図４の欠陥から生じた超音波エコーの分調波成分
とその周波数分析結果を示す説明図。
【図１０】図１～図４の被検査対象から生じた形状エコーと欠陥エコーにおいて基本波成
分及び非線形超音波成分の出力形態が異なる様子を模式的に示す斜視図。
【図１１】本発明に係る超音波探傷装置の第２実施形態を示す構成図。
【図１２】図１１の超音波送信機構及び超音波受信機構が被検査対象と非接触状態にある
場合を示す構成図。
【図１３】図１２の超音波受信機構が欠陥から水中に漏洩した漏洩超音波を受信する様子
を模式的に示す説明図。
【図１４】本発明に係る超音波探傷装置の第３実施形態を示す構成図。
【図１５】図１４の超音波送信機構のみが複数個ある場合を示す構成図。
【図１６】図１４の超音波受信機構のみが複数個あり、且つそれぞれがレーザ干渉計また
はレーザ振動計の場合を示す構成図。
【図１７】図１４の超音波送信機構及び超音波受信機構が走査機構により操作されるよう
構成された一例を示す構成図。
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【図１８】本発明に係る超音波探傷装置の第４実施形態を示す構成図。
【図１９】図１８の撮像装置が２台設置された場合を示す構成図。
【図２０】図１８の撮像装置にパターンレーザ照射装置が取り付けられた例を示す構成図
。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明を実施するための実施形態を図面に基づき説明する。
【００１９】
　［Ａ］第１実施形態（図１～図１０）
　図１は、本発明に係る超音波探傷装置の第１実施形態を示す構成図であり、図２は、図
１の被検査対象から発生する形状エコーと欠陥エコーを概念的に示す斜視図である。図１
に示す超音波探傷装置１０は、低周波且つ大振幅の超音波（入射超音波Ｕｉ）を被検査対
象１へ送信して、この被検査対象１を広範囲に探傷すると共に、被検査対象１の欠陥Ｄか
ら生ずる非線形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）を受信して欠陥Ｄを検出
するものであり、信号発生機構１１、印加電圧増幅機構１２、超音波送信機構１３、超音
波受信機構１４、受信信号増幅機構１５、ＡＤ変換機構１６、演算機構１７、フィルタリ
ング機構１８、強度抽出機構１９、表示機構２０及び制御機構２１を有して構成される。
【００２０】
　信号発生機構１１は、電圧波形を生成する信号発生ステップを実行するものであり、そ
の制御はデジタル、アナログどちらの形式でもよいものとし、その出力はアナログ電圧信
号となる。信号発生機構１１からの発生可能な波形は、基本的な正弦波、矩形波、のこぎ
り波もしくは三角波に加え、チャープ波、Ｍ系列波形、または複数周波数の重ね合わせか
ら成るミキシング波があり、その他の波形も発生できる。発生する電圧の波数については
、パルス波、連続波、バースト波など任意の波数で送信できる。まは、信号発生機構１１
の出力系統は１以上とする。
【００２１】
　印加電圧増幅機構１２は、電圧波形の振幅を任意の強度まで増幅する印加電圧増幅ステ
ップを実行するものである。また、そのとき入力された印加電圧を時間窓で区切ることで
、部分的な高強度化が可能になる。信号発生機構１１と印加電圧増幅機構１２は図１のよ
うに別個ではなく、ユニットに組み込まれていてもよい。
【００２２】
　超音波送信機構１３は、低周波且つ大振幅の入射超音波Ｕｉを被検査対象１へ送信して
、この被検査対象１の広範囲に超音波振動を励起する超音波送信ステップを実行するもの
である。ここで、低周波且つ大振幅の入射超音波Ｕｉは、周波数が１ＭＨｚ以下で、且つ
変位振幅が数十ｎｍ以上の超音波である。
【００２３】
　また、この超音波送信機構１３は、セラミクス、複合材料もしくはそれら以外の材料の
圧電効果により超音波を発生できる圧電素子や高分子フィルムによる圧電素子、またはこ
れらの圧電素子以外で超音波を発生できる機構と、超音波の発振面に取り付けられた前面
板とを有する構成とする。ランジュバン振動子（後述）や磁歪効果をもつアクチュエータ
なども、超音波発生機構１４として使用できる。
【００２４】
　また、信号発生機構１１と印加電圧増幅機構１２と超音波送信機構１３の組み合わせに
代えて、図３に示すように超音波送信機構１３として、パルスレーザを被検査対象１の表
面に照射して弾性波を励起するレーザ超音波送信機構２２などを用いても良い。このとき
使用するレーザは、例えばＮｄ：ＹＡＧレーザ、ＣＯ２レーザ、Ｅｒ：ＹＡＧレーザ、チ
タンサファイアレーザ、アレキサンドライトレーザ、ルビーレーザ、色素（ダイ）レーザ
またはエキシマレーザなどが挙げられ、これ以外のレーザ光源も考えられる。
【００２５】
　超音波受信機構１４は、被検査対象１からの超音波エコー（図２に示す後述の形状エコ
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ーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）を受信超音波Ｕｒとして受信する超音波受信ステップを実行す
るものであり、超音波を受信できるものであれば特に制限はない。セラミクス、複合材料
もしくはそれら以外の材料の圧電効果により超音波を受信できる圧電素子や高分子フィル
ムによる圧電素子またはこれらの圧電素子以外の超音波を受信できる機構と、超音波の発
振面に取り付けられた前面板とを有し、一般に超音波探触子と呼ばれるものである。また
、この超音波受信機構１４は、圧電素子と金属ブロックの組合せからなるランジュバン振
動子、電磁超音波探触子、磁歪センサ、または図４に示すようにレーザを被検査対象１に
照射してそのドプラシフトを観察するレーザ干渉計２３やレーザ振動計２４などでもよい
。なお、超音波送信機構１３と超音波受信機構１４は、同一の素子によって兼用すること
も可能であり、その場合には、超音波をダンピングするダンピング材を加えた構成とする
。
【００２６】
　ここで、レーザ干渉計２３としては、例えばマイケルソン干渉計、ホモダイン干渉計、
ヘテロダイン干渉計、フィゾー干渉計、マッハツェンダ干渉計、ファブリ＝ペロー干渉計
またはフォトリフラクティブ干渉計などが挙げられ、これら以外のレーザ干渉計も考えら
れる。また、干渉計測以外の方法としてナイフエッジ法も考えられる。
【００２７】
　受信信号増幅機構１５は、受信された超音波エコーの超音波信号を増幅する受信信号増
幅ステップを実行するものであり、一般に、プリアンプと呼ばれるものである。この受信
信号増幅機構１５は他の機器、例えば超音波受信機構１４やＡＤ変換機構１６に組み込ま
れていても、もしくは別個に構成されていてもよい。更に、ＡＤ変換機構１６は、受信信
号増幅機構１５にて増幅された超音波信号をデジタル化してデジタル超音波信号とするＡ
Ｄ変換ステップを実行するものである。
【００２８】
　前述の信号発生機構１１及び印加電圧増幅機構１２で生成された電圧は超音波送信機構
１３に印加され、この超音波送信機構１３は、被検査対象１に低周波且つ大振幅の入射超
音波Ｕｉを送信する。従来のサイジングまでを目的とした超音波探傷では、高い周波数を
使用するため図５（Ａ）に示すような狭い伝播形態をとり、探傷可能範囲は限定的であっ
た。これに対し、本実施形態の入射超音波Ｕｉは低周波であるため、その指向性の低さと
伝播減衰率の低さから、図５（Ｂ）に示すように、被検査対象１の表面及び内部全域にわ
たって伝播する。そして、被検査対象１に存在する欠陥Ｄに入射超音波Ｕｉが到達すると
、欠陥Ｄから欠陥エコーＵｄ（図２）が発生する。
【００２９】
　また、入射超音波Ｕｉが大振幅であるため、図６に示すように、欠陥Ｄの欠陥界面Ｄ１
と欠陥界面Ｄ２とでクラッピング等と呼ばれる開閉挙動現象が起こり、欠陥界面Ｄ１と欠
陥界面Ｄ２とが叩き合ったり擦れあったりする。この現象は、入射超音波Ｕｉの圧縮相の
みを透過させ引張相を透過させない整流効果を引き起こす。他にも、欠陥界面Ｄ１と欠陥
界面Ｄ２に働くせん断成分によりこれらの欠陥界面Ｄ１、Ｄ２に滑りが生じたり、欠陥界
面Ｄ１が振動して欠陥界面Ｄ２に衝突し、この欠陥界面Ｄ２を振動させるような挙動を起
こす現象が知られている。
【００３０】
　これらの整流効果や滑り現象などにより、図７に示すように、入射超音波Ｕｉの入射周
波数ｆｉが２倍、３倍、４倍…ｎ倍となる高調波成分Ｕｈや、入射周波数ｆｉが１／２倍
、１／３倍、１／４倍…１／ｎ倍となる分調波成分Ｕｓが発生する非線形現象が起きる。
これらの非線形超音波成分は、周波数が入射周波数ｆｉである基本波成分と共に、欠陥エ
コーＵｄに含まれて観察される。図７（Ａ）では、高調波成分Ｕｈと分調波成分Ｕｓの特
徴を分けて図示しているが、これらが複合的に発生する場合もある。尚、非線形現象は、
超音波送信機構１３の内部や、超音波送信機構１３と被検査対象１との界面、後述の水３
４等の音響媒質中などでも発生する。
【００３１】
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　この非線形現象は、被検査対象１の欠陥Ｄの有無によって、受信超音波Ｕｒの高調波成
分Ｕｈ及び分調波成分Ｕｓを周波数分析（ＦＦＴ等）したときの周波数成分の強度変化と
なって現れる（図７（Ｂ）及び（Ｃ））。この周波数成分の強度は、図７及び図８に示す
ように、入射超音波Ｕｉの入射周波数ｆｉ及び入射波振幅Ａｉ、欠陥Ｄの深さＤａ、長さ
Ｄｂ及び開口幅Ｄｄ、並びに欠陥Ｄ周囲の応力Ｄｐに依存して変化する。例えば、図９に
示すように、ある長さＤｂをもつ欠陥Ｄでは２次高調波成分２ｆｉ、４次高調波成分４ｆ
ｉともに観察できるが、長さＤｂが半分となった別の欠陥Ｄでは、４次高調波成分４ｆｉ
の強度が２次高調波成分２ｆｉの強度よりも高くなる等の現象が起こる。
【００３２】
　一方、低周波且つ大振幅の入射超音波Ｕｉは被検査対象１内を広域に伝播するため、被
検査対象１の欠陥Ｄ以外からも超音波エコーが得られる場合がある。溶接部などの組成変
化によって発生する場合もあるが、図２に示すように、大半は被検査対象１の底面２や縁
３、コーナ部４からの超音波エコーである。これらを総称して形状エコーＵｃとする。形
状エコーＵｃは欠陥Ｄの検出及び評価に際しては欠陥エコーＵｄと分離する必要がある。
【００３３】
　高調波成分Ｕｈは、欠陥Ｄの存在しないはずの超音波受信機構１４の内部、音響媒質内
、超音波受信機構１４と検査対象１との接触界面などでも発生するため、形状エコーＵｃ
からも検出される。しかしながら、欠陥エコーＵｄに現れる高調波成分Ｕｈは、発生メカ
ニズムが欠陥Ｄに依存するため、形状エコーＵｃの高調波成分Ｕｈに対して周波数成分の
強度が異なる。また、分調波成分Ｕｓは、欠陥Ｄと超音波との相互作用でのみ発生するこ
とが知られている。
【００３４】
　上述の非線形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）を含む超音波エコー（形
状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）は、図１に示す超音波受信機構１４で受信され、この受
信された超音波エコーの超音波信号が受信信号増幅機構１５にて増幅され、この増幅され
た超音波信号がＡＤ変換機構１６によりデジタル超音波信号に変換され、演算機構１７へ
出力される。
【００３５】
　演算機構１７は、ＡＤ変換機構１６からのデジタル信号中の超音波エコーを逆問題演算
して、超音波エコー（形状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）の発生位置を求めて散乱源空間
分布を得る演算ステップを実行するものである。逆問題演算の演算手法としては、飛行時
間法や相関処理が挙げられるが、その他の信号処理方法であってもよい。この演算機構１
７で得られた散乱源空間分布は、フィルタリング機構１８へ出力される。
【００３６】
　フィルタリング機構１８は、散乱源空間分布における各位置の超音波エコー（形状エコ
ーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）を任意の周波数成分でフィルタリングし、図７（Ｂ）、（Ｃ）
及び図９に示すように、周波数分析（例えばＦＦＴ）により各周波数成分毎の強度を求め
るフィルタリングステップを実行するものであり、アナログ、デジタルのどちらでもよい
。
【００３７】
　デジタルの場合には回路として存在しても良いし、他の機器、例えば制御機構２１等に
組み込まれたソフトウエアでもよい。フィルタの種類はハイパス、ローパス、バンドパス
、バンドエリミネーションなどがある。伝達関数はバターワースフィルタ、ベッセルフィ
ルタ、チェビシェフフィルタ、連立チェビシェフフィルタ、コムフィルタ、ＦＦＴ－逆Ｆ
ＦＴフィルタなどがあり、これ以外のフィルタも考えられる。
【００３８】
　図１に示す強度抽出機構１９は、フィルタリング機構１８にて得られた被検査対象１の
各位置の超音波エコー（形状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）における基本波成分及び非線
形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）について強度を抽出し、これらの基本
波成分及び非線形超音波成分の発生効率を算出する強度抽出ステップを実行するものであ
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る。ここで、発生効率とは、超音波エコー（形状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）に発生す
る基本波成分（周波数が入射周波数ｆｉ）と非線形超音波成分（高調波成分（周波数が２
ｆｉ、３ｆｉ、４ｆｉ…）、分調波成分（周波数がｆｉ／２、ｆｉ／３、ｆｉ／４…））
についての入射超音波Ｕｉの変位振幅に対する強度の割合をいう。
【００３９】
　表示機構２０は、ＡＤ変換機構１６にて得られたデジタル超音波信号と、演算機構１７
にて得られた散乱源空間分布と、フィルタリング機構１８にて得られた散乱源空間分布の
各位置における基本波成分及び非線形超音波成分の強度と、強度抽出機構１９で得られた
基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率との少なくとも１つを表示する表示ステップ
を実行するものである。更に、この表示機構２０では、入射超音波Ｕｉの入射周波数ｆｉ
や計測条件なども表示できる。また、表示機構２０はタッチパネルなどのように、画面か
ら直接情報を入力する機能をもたせることもできる。
【００４０】
　図１０では、被検査対象１について得られた散乱源空間分布における超音波エコーの発
生位置と、各位置における基本波成分及び非線形超音波成分の強度が表示されている。図
１０中の丸表示の模様が基本波成分（周波数が入射周波数ｆｉ）と非線形超音波成分（周
波数が２ｆｉ、３ｆｉ、…、ｆｉ／２、ｆｉ／３、…）の区分を示し、丸表示の大きさが
各基本波成分と非線形超音波成分の強度の大きさを示している。
【００４１】
　超音波探傷装置１０のオペレータは、表示機構２０に表示された例えば図１０に示す表
示内容を観察することで、基本波成分（周波数が入射周波数ｆｉ）の強度が大きく、且つ
高調波成分（周波数２ｆｉ、３ｆｉ）の強度が大きい超音波エコーの場合には、この超音
波エコーが形状エコーＵｃであると判断でき、基本波成分（周波数が入射周波数ｆｉ）の
強度が小さく、且つ高調波（周波数が２ｆｉ、３ｆｉ）及び分調波（周波数がｆｉ／２）
の強度が大きい超音波エコーの場合には、この超音波エコーが欠陥エコーＵｄであると判
断できる。超音波探傷装置１０のオペレータは、上述のように超音波エコーにおける基本
波成分と非線形超音波成分の強度または発生効率の相違を確認することで、欠陥Ｄの有無
と、その欠陥Ｄの位置及びサイズを評価することが可能になる。
【００４２】
　図１に示す制御機構２１は、信号発生機構１１、印加電圧増幅機構１２、超音波送信機
構１３、超音波受信機構１４、受信信号増幅機構１５、ＡＤ変換機構１６、演算機構１７
、フィルタリング機構１８、強度抽出機構１９及び表示機構２０の少なくとも一機構を制
御する機能を有する。更に、この制御機構２１は、超音波探傷装置１０のオペレータがこ
の超音波探傷装置１０を制御するためのユーザインタフェース及び表示部を備え、設定値
の変更や測定結果の確認などを容易に実行可能に構成されている。
【００４３】
　この制御機構２１は、超音波探傷装置１０の一部もしくは全体を制御するが、このうち
の信号発生機構１１、印加電圧増幅機構１２、超音波送信機構１３、超音波受信機構１４
、受信信号増幅機構１５、ＡＤ変換機構１６、演算機構１７、フィルタリング機構１８ま
たは強度抽出機構１９は、制御機構２１によらず、別個に独立して調整及び駆動可能に構
成されてもよい。
【００４４】
　尚、超音波探傷装置１０は、ＡＤ変換機構１６にて得られたデジタル超音波信号と、演
算機構１７にて得られた散乱源空間分布と、フィルタリング機構１８にて得られた散乱源
空間分布の各位置における基本波成分及び非線形超音波成分の強度と、強度抽出機構１９
で得られた基本波成分及び非線形超音波成分の発生効率との全てまたは一部の情報を用い
て、被検査対象１の各位置に生じた超音波エコーが形状エコーＵｃであるか、欠陥エコー
Ｕｄであるかを識別する識別ステップを実行する識別機構２５（図１）を備えてもよい。
この識別機構２５は、個別の機器として設けられるほか、例えば強度抽出機構１９に組み
付けられて構成されてもよい。この識別機構２５にて得られた識別情報も、表示機構２０
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に表示される。
【００４５】
　以上のように構成されたことから、本実施形態の超音波探傷装置１０によれば、次の効
果（１）を奏する。
　（１）被検査対象１に低周波の超音波を入射超音波Ｕｉとして送信することでこの超音
波を広範囲に伝播して検査範囲を拡大でき、検査の効率化を実現できる。また、被検査対
象１に大振幅の超音波を入射超音波Ｕｉとして送信することで、被検査対象１の欠陥Ｄに
開閉挙動現象や滑り現象などを誘起して非線形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分
Ｕｓ）を発生させ、これによりに被検査対象１に生じた欠陥Ｄの位置及びサイズを定量的
に評価して検査の確実性を向上させることができる。
【００４６】
　［Ｂ］第２実施形態（図１１～図１３）
　図１１は、本発明に係る超音波探傷装置の第２実施形態を示す構成図である。この第２
実施形態が第１実施形態と同様な部分については、同一の符号を付すことにより説明を簡
略化し、または省略する。
【００４７】
　本第２実施形態の超音波探傷装置３０が第１実施形態と異なる点は、超音波送信機構３
１及び超音波受信機構３２、並びにこれらの超音波送信機構３１及び超音波受信機構３２
に接続されるケーブル３３が防水構造に構成され、音響媒体としての水３４中で使用可能
に構成された点である。ここで、水３４は純水だけでなく、市水、工業用水、海水、油等
、音響媒体として作用する液体であれば構わない。
【００４８】
　防水機構は、ケーブル３３については防水性素材による被覆を行うことによりなされ、
また、超音波送信機構３１及び超音波受信機構３２については密閉してケーシングしつつ
、ケーブル３３との接続部を樹脂などで充填する、もしくは超音波送信機構３１及びケー
ブル３３、超音波受信機構３２及びケーブル３３のそれぞれの全体を覆うカバーを装着す
るなどによりなされるが、超音波送信機構３１と超音波受信機構３２の電圧印加部分やケ
ーブル３３が水３４から分離されていれば上述した方法以外でもよい。
【００４９】
　このとき超音波送信機構３１は、水３４が音響媒質となるため被検査対象１に直接設置
させてもよいし、図１２に示すようにギャップｔをとってもよい。但し、そのギャップｔ
は、必ず水３４もしくはそれに超音波特性が類する媒質で満たされることを条件とする。
【００５０】
　超音波受信機構３２は、水３４中で超音波計測ができるものであればよく、例えばハイ
ドロフォン３５やレーザ干渉計３６、レーザ振動計３７を用いてもよい。レーザ干渉計３
６やレーザ振動計３７を用いる場合には、被検査対象１の表面にレーザを照射してもよい
し、図１３に示すように、水３４中に反射体３８を別途配置して、水３４中に漏洩してく
る漏洩超音波Ｕｅを受信し、その振動の変化を観察してもよい。この漏洩超音波Ｕｅの受
信はハイドロフォン３５でも実施できるが、この場合には反射体３８は不要である。
【００５１】
　以上のように構成されたことから、本第２実施形態の超音波探傷装置３０によっても、
第１実施形態の効果（１）と同様な効果を奏するほか、次の効果（２）及び（３）を奏す
る。
【００５２】
　（２）超音波送信機構３１及び被検査対象１が水３４中に存在するため、超音波送信機
構３１と被検査対象１とが密着していなくても入射超音波Ｕｉが伝播するという効果があ
る。
【００５３】
　（３）欠陥Ｄからのみ発生した非線形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）
が水３４中に漏洩するため、超音波受信機構３２において、欠陥Ｄから局所的に発生する
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非線形超音波成分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）を検出できる。その際、広帯域な
ハイドロフォン３５が使用できるほか、レーザ干渉計３６などでも同様に非線形超音波成
分（高調波成分Ｕｈ、分調波成分Ｕｓ）を検出できる。このとき、水３４中に別途設置し
た反射体３８を用いることで、レーザ干渉計３６またはレーザ振動計３７は、水３４に漏
洩してきた漏洩超音波Ｕｅによる光路変化を安定した感度で計測することができる。
【００５４】
　［Ｃ］第３実施形態（図１４～図１７）
　図１４は、本発明に係る超音波探傷装置の第３実施形態を示す構成図である。この第３
実施形態が第１実施形態と同様な部分については、同一の符号を付すことにより説明を簡
略化し、または省略する。
【００５５】
　本第３実施形態の超音波探傷装置４０が第１実施形態と異なる点は、図１４～図１６に
示すように、超音波送信機構１３と超音波受信機構１４のうちの片方もしくは両方が複数
個備えられ、または超音波送信機構１３と超音波受信機構１４の片方もしくは両方（本実
施形態では両方）が走査機構４１により走査可能に構成された点である。
【００５６】
　超音波送信機構１３が複数個設けられる場合には、信号発生機構１１及び印加電圧増幅
機構１２は、これらの超音波送信機構１３に対応して複数個設けられるか、または複数個
の超音波送信機構１３毎に電圧波形を生成し（信号発生機構１１の場合）、その電圧波形
を増幅する（印加電圧増幅機構１２の場合）よう構成されている。
【００５７】
　また、超音波受信機構１４が複数個設けられる場合には、受信信号増幅機構１５及びＡ
Ｄ変換機構１６は、これらの超音波受信機構１４に対応して複数個設けられるか、または
複数個の超音波受信機構１４毎に超音波信号を増幅し（受信信号増幅機構１５の場合）、
デジタル化する（ＡＤ変換機構１６の場合）よう構成される。それぞれ単一の信号発生機
構１１、印加電圧増幅機構１２、受信信号増幅機構１５及びＡＤ変換機構１６が超音波送
信機構１３、超音波受信機構１４の複数個に対応する手法としては、複数のチャンネルを
持つ手法、切換器により信号等を順番に切り換えていく手法、またはこれらの両者を用い
る手法がある。
【００５８】
　更に、演算機構１７は、複数個の超音波受信機構１４のそれぞれから得られたデジタル
信号中の超音波エコー（形状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）を、または走査機構４１によ
る走査によって超音波受信機構１４の各測定位置で得られたデジタル信号中の超音波エコ
ー（形状エコーＵｃ、欠陥エコーＵｄ）を、それぞれ逆問題演算することで超音波の発生
位置を特定して散乱源空間分布を得る。
【００５９】
　この場合の逆問題演算は、飛行時間法や相関処理、開口合成処理等が用いられる。尚、
複数個の超音波送信機構１３、超音波受信機構１４と、走査機構４１により走査される超
音波送信機構１３、超音波受信機構１４とは、被検査対象１の表面に密着される場合に限
らず、水３４（第２実施形態）中での構成、またはレーザ干渉計２３やレーザ振動計２４
を用いる場合のように、被検査対象１の表面から離れて配置されてもよい（図１６）。
【００６０】
　以上のように構成されたことから、本第３実施形態によれば、第１実施形態の効果（１
）と同様な効果を奏するほか、次の効果（４）を奏する。
【００６１】
　（４）超音波送信機構１３、超音波受信機構１４が複数個備えられたことで、被検査対
象１の複数点で超音波信号が得られる。または、超音波送信機構１３、超音波受信機構１
４が走査されることでも被検査対象１の複数点で超音波信号が得られる。これらの複数点
で得られた超音波信号を用いて演算機構１７が逆問題演算を行うことで、欠陥Ｄの存在に
関して特徴ある信号が発生した位置を確実に特定できるので、欠陥Ｄの位置等の特定を確
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実化できる。
【００６２】
　［Ｄ］第４実施形態（図１８～図２０）
　図１８は、本発明に係る超音波探傷装置の第４実施形態を示す構成図である。この第４
実施形態において、第１実施形態と同様な部分については、同一の符号を付すことにより
説明を簡略化し、または省略する。
【００６３】
　本第４実施形態の超音波探傷装置５０が第１実施形態と異なる点は、被検査対象１にお
ける超音波による探傷範囲をこの超音波探傷と同時に撮像する撮像機構５１を備え、表示
機構２０が、欠陥Ｄの位置などの欠陥情報を、撮像機構５１にて得られた画像に重畳して
表示するよう構成された点である。
【００６４】
　ここで、撮像機構５１は、光学的な情報を記録可能であれば、一般的な光学カメラや内
視鏡等の小型カメラなどでもよい。波長も赤外線、紫外線、Ｘ線等のように可視光に限ら
ない。また、撮像機構５１は、独立して設置されてもよいが、超音波送信機構１３もしく
は超音波受信機構４にアーム等で一体に連結されてもよい。
【００６５】
　更に、撮像機構５１は、図１９に示すように、複数台、例えば２台並設されてステレオ
視が可能な構成とし、３次元画像が得られるようにしてもよい。また、撮像機構５１は、
図２０に示すように、被検査対象１の表面にレーザパターンを照射するパターンレーザ照
射装置５２と組み合わされて、レーザパターンが照射された被検査対象１の表面を撮像す
ることで、被検査対象１の表面の形状（例えば湾曲面）を認識し易くしてもよい。
【００６６】
　以上のように構成されたことから、本第４実施形態においても、第１実施形態の効果（
１）と同様な効果を奏するほか、次の効果（５）を奏する。
【００６７】
　（５）表示機構２０には、超音波探傷結果が、撮像機構５１により得られた被検査対象
１の表面の画像に重畳して表示されるので、探傷結果をより明確に表示できる。また、例
えば２台の撮像機構５１によるステレオ視やパターンレーザ照射装置５２との組み合わせ
により、被検査対象１の表面形状が現実に即して明確に表示される。これらの結果、欠陥
Ｄの位置などの特定を高精度に実現できる。
【００６８】
　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができ、また、それらの置き換えや変更は、発明の範囲
や要旨に含まれると共に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【００６９】
１　被検査対象
１０　超音波探傷装置
１１　信号発生機構
１２　印加電圧増幅機構
１３　超音波送信機構
１４　超音波受信機構
１５　受信信号増幅機構
１６　ＡＤ変換機構
１７　演算機構
１８　フィルタリング機構
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１９　強度抽出機構
２０　表示機構
２１　制御機構
２５　識別機構
３０　超音波探傷装置
３１　超音波送信機構
３２　超音波受信機構
３３　ケーブル
３４　水
３５　ハイドロフォン
３６　レーザ干渉計
３７　レーザ振動計
３８　反射体
４０　超音波探傷装置
４１　走査機構
５０　超音波探傷装置
５１　撮像機構
Ｄ　欠陥
Ｕｃ　形状エコー
Ｕｄ　欠陥エコー
Ｕｈ　高調波成分
Ｕｓ　分調波成分

【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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【図１７】 【図１８】



(18) JP 5996415 B2 2016.9.21

【図１９】 【図２０】



(19) JP 5996415 B2 2016.9.21

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  落合　誠
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  渡部　和美
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  三浦　崇広
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内

    審査官  横井　亜矢子

(56)参考文献  特開２００６－２８４４２８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２６４３０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－１２２７２９（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１２／０６４８３９（ＷＯ，Ａ２）　　
              特開２００１－３０５１０９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－１３３１２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第９９／０３９１９４（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許第０４０５２８８９（ＵＳ，Ａ）　　　
              特開２００５－１２８０１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１０／００７８３０（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２０１１－０１３１５０（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０１Ｎ　　２９／００－２９／５２
              Ｇ０１Ｖ　　　１／００－９９／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

